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1　はじめに
　19世紀中葉，ゴールド・ラッシュの続くカリフォルニアで，ハソマーやスコ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ップ等鉱山用資材が等重量の金塊と交換された古き良き時代の取引環境ならと
もかく，大量生産，大量販売を基調とする今日の取引は，万策を駆使しての販
売活動である。
　そこでは，特に品質とともに価格面の厳しい考察を必要とすることは言うま
でもない。
　このような観点から，本稿においては，輸出入価格の算出方式に関する内外
の主要文献を精読検討し，それらの基礎に立って従来言及されなかったと思わ
れる分野について，筆者の見解を展開するものである。
　（1）　A　Century　of　Shilb　Agency　and　Brokera．ae，　Funch，　Edye＆Co．，　Inc．　p．9．
2　既存の価格算出方式
　例えぽ，C．1．　F．（Cost，　Insurance，　Freight運賃保険料込）価格算出に関す
る従来からの方式は，どちらかといえば保険料（lnsurance　premium）の計算を
めぐって，「概算的」算出方法の立場をとるものが多く見受けられるω。
　これは，C．1，　F．価格に占める保険料の割合が比較的小さいことに帰因し
て，厳格な理論的合理性に基づく「公式的」算出方法を重視せず，やや現実的
思考が優先した結果によるものと思われる。
　しかし，現下の貿易取引の基本姿勢からいって，売手の恣意による「概算的
算出方法（The　Estimate　Meth・d）〔2）」よりも，「公式的算出方法（The　F・rmula
Meth・d）〔3〕」が遙かに買手の立場を尊重し，より正確な数値による価格をオフ
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アー（Offer）することになる。公式（Formula）を構成することによって，正
確な保険料あるいはC．LF．価格の算出嫡可能であり，近年，出版されている
文献にはその公式が記述され，C．1．　F．価格の算出に関して，具体的で積極的
な理論展開がなされている（4）。
　ところが，これらの理論展開の背景は，明示的であれ，黙示的であれ，その
殆んどは信用状（Letter　of　Credit）決済を前提としているものである。
　しかるに，国際間の貿易決済は，信用状決済のみではない。一定の法的規制
は存在するにせよ，信用状を介在させない決済方法も現にわが国においても標
準決済方法〔5｝として認められている。
　そこで，今迄に殆んど言及されていない分野，即ち，信用状を用いない決済
（D／p；DIA　without　L／C）の場合における輸出価格の算出方法，’および輸入転
売価格の算出方法に主たる焦点を合わせることを配慮しながら，順序を追って
論述してみよう。
〔1）CIF価格計算における保険料の算出に関して，　C．＆F．（運賃込）価格を10数パーセントない
　しは2割程度アップさせ，その金額を保険金額と見倣してこれに保険料率を乗じて保険料を算
　出する，いわゆる「概算的」ないし「実務的」算出方法である。
（2）Philip　MacDonald：PRACTICAL　EXPORTI2＞G，－The　Ronald　Press　Co．，1949，
　p．222
（3）Philip　MacDohald：ibid．，　p．223
（4）石田貞夫，貿易商務論，白桃薔房，昭和35年，167－170頁。
　　石田貞夫・東京銀行貿易投資相談所，貿易取引，有斐閣，昭和50年，69－70頁。
　　浜谷源蔵，貿易実務，同文館，昭和41年，286－287頁。
　　中村弘，貿易採算，大阪商工会議所，昭和45年，50－54頁。
　　貿易実務研究会，貿易実務指針，海文堂，昭和43年，113－115頁。
　　斎藤祥男，実践貿易実務，世界書院，昭和44年，203頁。
　　藤本秀三郎，輸出取引の実務，実業之日本社，昭和48年，166－167頁。
　　藤田栄一t貿易実務，創元社，昭和48年，41－42頁。
　　東京海上火災株式会社，貨物保険案内，78－79頁。
　　Philip　MacDonald：ibid．，　p．223
⑤　標準決済方法に関する省令（大蔵省令），別表第1および第2。
3　輸出価格の算定
　（46D　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出入価格算出の方式　　39
　表示通貨と貿易用語の選択　　輸出価格を算定するためには，まず表示通貨
と貿易用語（Trade　terms）を確定する必要がある。
　表示通貨については，かつて日本円を含む16種類の通貨が指定受領外国通貨
として指定されていたが，この指定通貨制度は昭和46年6月10日をもって廃止
されたので，手形買取上の不都合を感じないかぎり，いかなる国の通貨を使用
しても法制上の制約を受けない状況にある。自国通貨で取引するか，相手国通
貨で取引するか，あるいは第3国通貨で取引するかは，売買両当事者聞の合意
による選択の問題である。取引相手先の諒解を得ることができれば，日本円を
用いて貿易契約を締結することも可能であるし，もしそうであれぽ為替相場変
動危険を回避できて安全である。しかし，為替相場の変動危険を負担しなけれ
ばならない外国通貨で貿易契約を締結するのであれば，その変動危険を回避す
るための方策も併せて考慮し実行しなけれぽならない。また，　ドル（Dollar）
と一口にいっても，米国ドル，カナダ・ドル，オーストラリア・ドル，ニュージ
ーラソド・ドル，香港ドル，シソガポール・ドル，マレーシア・ドルというよう
に数種類のドル貨が実在し，それぞれの通貨の交換比率（Rate・f　exchange）も
異っているので，いかなる国の通貨を使用するかについては明確な合意が必要
である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　次に，貿易用語（貿易条件とも呼ぶ）について考察すると，F．0，　B．（Free　on
board輸出港本船渡）とかC．1．　F．（仕向港までの運賃保険料込）といった用語
の選択によって，もしそれが国際規則に準拠した定型貿易条件であるかぎ
り，自から費用負担の限界点が明白となる。即ち，定型貿易条伴n（用語）に関
しては，国際商業会議所（lnternational　Chamber　of　C。mmerce；1．C．C．本部は
パリー）が制定した「貿易条件の解釈に関する国際規則〔2）〔lnternational　Rules
for　the　Interpretation　of　Trade　Terms，1953，略してイソコタームス
（Inc・terms，1953）と呼ぶ。〕」がある。これは表題の如く規則（Rule）であっ
て，国際条約（lnternati・nal　C・nvention）のようにそれ自体が強制力を有する
ものではなく，それを採択するか否かの選択は売買両当事者間の問題であり，
規則制定の目的は国際間の円滑な取引進行のための便宜を提供しているもので
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ある。従って，イソコタームスに準拠する場合には，その旨（例えば，Trade
terms　tQ　be　used　in　the　contract　shall　be　governed　and　interpreted　by　the
INCOTERMS，1953のごとく。）売買両当事者間で合意することによって両者間
に拘束力を及ぼすことになる。
　ところで，このイソコタームスは，それぞれの定型貿易条件に関して，売手
の義務，および買手の義務に大別し，逐条晦とそれぞれの義務の細目を規定し
ている。費用負担の限界に関する規程について，例えば，F．0．　B．の場合を見
ると，売手の義務第4項において「……，bear　allcosts　and　risks　of　the
goods　until　such　time　as　they　shall　have　effectively　passed　the　ship’s
rail　at　the　named　port　of　shipment，　including　any　taxes，　fees　or　charges
levied　because　of　exportation，……」と規定し，買手の義務第2項において
「bear　all　costs　and　risks　of　the　goods　from　the　time　when　they　sha11
have　effectively　passed　the　ship’s　rail　at　the　named　port　of　shipment，…
…」と規定している。既ち，売手は，輸出港において約定品が本船欄干（Ship’s
rail）を通過する時点までの総ての費用を負担しなくてはならないし，一方，
買手は，約定品が本船欄干を通過した時点からの総ての費用を負担しなくては
ならないことが明記されている。
　このように，定型貿易条件を使用して売買両当事者間の費用負担の限界を明
確にしようとするかぎり，選択する用語の内包する規程によって自からその限
界が明示されるのである。
　さて，表示通貨と貿易用語の二点について売買当事者問で合意されると，輸
出価格の算定も具体的に検討することが可能となる。
　輸出採算　　堅実な貿易経営が行なわれるためには，少なくとも貸借対照表
上に当期純利益として利益計上が可能でなくてはならないが，その基礎となる
のは取引ごとの個別採算において所定の適正利潤が確保されることである。そ
のためには，所要経費の管理や決済条件などが慎重に考慮されなくてはならな
いが，特に，延払い（Deferred　payment）や，一般的にDIP（支払書類渡D・cuments
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against　payment），あるいはDIA（引受書類渡Documents　against　Acceptance）
と呼ばれている信用状を用いない条件の決済などについては，金利（lnterest）
の計上も重要な損益分岐に係わる要因となるので軽視できない。
　しかし，それにも増して重要なことは，価格算定に対する基本態度の問題で
ある。即ち，上層吸収価格政策〔3）（Skimming　Price　Policy）を基本とするか，
あるいは市場浸透価格政策（Penetration　Price　Policy）を基本とするかの選択
とともに，仕入原価（製造業者の場合は製造原価）に直接および間接の経費を
加算する（／）原価プラス方式〔4｝（Cost－plus　meth。d），あるいは，輸入地における
最終販売価格（末端価格）を確定し逆算的に仕入原価（製造原価）を算定する（ロ）
基準価格方式（Base　price　Method；Break－down　Method（5））の選択の問題であ
る。
　上層吸収価格政策，あるいは市場浸透価格政策の選択とともに，基準価格方
式を選択するについては，当該市場の状況が正確に把握されていなければなら
ないが，交通・通信手段の飛躍的発展がみられる今日においては，より積極的
な科学的マーケティソグの手法によって相手市場の動向を的確に掌握できる
し，その理解と選択の上に立って輸出価格を算定するのが買手本位的な思考方
法として売買両当事者にとって望ましいことは言うまでもない。これに対し
て，原価プラス方式は，売手志向が強く買手の立場を忘却した盲目的価格に陥
り易いが，最も容易に計算できるし売手が比較優位の立場にあるかぎり大きな
苦痛を伴なわないかも知れない。しかし，対等の立場を基本とする取引の原則
を考えるとき，相手本位の思考をすることが大切であることは当然の帰結であ
る。
　利潤計上の基準　　売手の利潤率については売手自身が独自に決定するわけ
であるが，利潤計上については何を基準とすべきかの問題がある。
　一般的にみて，（／）仕入原価（製造原価）を基準とする場合，（ロ）仕入原価（製造
原価）に諸掛り（但し，利潤は除く）を加算した額を基準とする場合，㈲価格構
成要素すべてを合算した額（但し，利潤を含む）を基準とする場合，などが考え
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られる。
　これらのうち，（イ）の仕入原価（製造原価）に対して利潤率を乗じて利潤を算
出する方法が最も純粋であると思われる。
　しかし，＠や㈲の方法を用いて利潤を算出している場合には，買手からの値
引要求や，対座商談の際に割引要求の話題が出ても，売手の予想利益を容易に
脳裡に浮かべて対応できる有利さがある。そして，その場合，正確なパーセソ
テジを即座に把握するためには，㈲の方法，即ち，価格構成要素すべてを合算
した額（利潤を含む）を基準に利益計上していることが望ましい。
　C．1．F．＆C．（代理店ロ銭を含む運賃保険料込）価格における口銭（C。mmission）
が，通常の場合，その口銭を含めた総額に口銭率を乗じて算出されていること
から言っても，のの方法で売手の利潤を算出することは国際的見地からいって
も認知され得ることと考える。
　輸出価格構成要素　　ここでは，便宜上，EO．B．およびC．1．F．価格に限定
して，約定品が船積され輸入港に到着するまでに必要な費用等を図示的に列挙
してみよう。
F．0．B． C．1，F．
・／・酬・／・なしLf・決済1・／・なし
（1）仕入原価（製造原価） ○ ・i・ ○
?????
（2）梱　包　費 ○ ○
?
○
（3）国内輸送費 ○ ? ○ ○
（4）国内輸送に対する保険料 ○ ○ ○ ○
（5）倉　庫　料 ○ ○ ○ ○
（6）輸出F．O．B．保険料 ○ ○ ○ ○
（7）検　査　料 ○
?
○ ○
（8）各種証明料 ○
?
○ ○
⑨　船積諸掛り ○ ○
?
○
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?????
㈲　未必利益保険料 ○
⑳　海上運賃 t ・｛・
㈱　海上保険料 ・1・
⑯　輸出手形保険料 ○ ○
（19銀行メール・チャージ ○
? ?
○
㈹　金 U
? ?
○
?
○
㈲　通　信　費 ○ ・1・ ?
㈲　雑 費
? ・1・ ○
随予想艦（利潤） ・1・ ○ ○
　次に，これらの価格構成要素について，簡単に言及しておこう。
　（1）仕入原価は，売手である輸出業者が製造（生産）業者から仕入れる価格
である。輸入品を再輸出するような場合はともかく，通常的には商社が国内的
に買付ける対外約定品の仕入代金である。貿易取引がメーカーの直貿であれ
ば，製造（生産）原価となる。
　なお，仕入原価の場合，契約の仕方によって，例えば指定輸出港の指定倉庫
（上屋，地域）搬入を条件としていれぽ，（2），（3），（4）は仕入原価に含まれるこ
ととなり，製造（生産）業者の負担となる。
　（2）梱包費は，内装だけでなく外装，即ち，輸出梱包の費用を意味する。在
来船に比較して，コソテナ輸送の場合は梱包が簡素で費用も軽減傾向にあると
はいえ，重要な価格要素の一一つである。
　（3）国内輸送費は，指定船積港まで約定品を輸送するに要するトラック賃，
鉄道運賃などである。
　（4）国内輸送に対する保険料は，国内輸送区間の危険を担保するためのもの
である。保険料自体は採算上無視しうるとしても，付保することが望ましい。
　（5）倉庫料は，指定の場所に搬入されてから船積までの期間に要する保管料
のことである。輸出の場合は，一般的にいって，搬入から船積までの期間は短
時日であるが，倉庫料を要する事情が予見される場合にはその計上を忘れては
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ならない。
　（6）輸出F。O．B．保険料は，採算上からいえぽ無視しうる程度の保険料率で
あるが，貨物の保税地域搬入後から船積までの区間の危険を担保するものであ
るから付保することを忘れてはならない。特に，C工F．契約において，海上
保険契約が両倉庫約款付（Transit　clause）であっても，倉庫に保管中の危険
は担保されないので，この輸出F．O．B．保険を付保しておくことが必要であ
る。
　（7）検査料は，わが国の法律，例えば，輸出検査法，輸出デザイソ法などの
適用を受ける商品の場合には，輸出許可の前提条件として法定検査を受けなく
てはならない。
　また，売買契約上，特定の検査機関の検査に合格することを条件としている
場合には，指定検査機関の検査を必要とする。
　これらいずれの検査を受けるにしても，検査費用が必要となるのでその計上
を忘れてはならない。
　（8）各種証明料は，前記（7）の検査証明料については当然売手負担であるが，
領事送り状や原産地証明書の証明料は本来買手が負担するのが原則6）である。
しかし，現に輸出地で領事査証料の徴収をする国も多いし，後日これらの証明
料を買手に請求してもかえってわずらわしいことになるので，所定の証明料は
予め算入しておく方が得策である。
　⑨　船積諸掛りは，輸出通関をはじめ船積を代行する海貨業者兼通関業者に
支払う諸費用であるが，港により基本料金，通関手数料などが決められている
ので，専門家である当該業者に詳細を確認のうえ計上する必要がある。特に，
臨時開庁，rt・一クの書替えなど，予期しない原因で出費が増加することも考え
られるので，ある程度の余裕をみて計上しておくのが安全である。なお，（5）の
倉庫料は，船積諸掛りの中に計上されることも多い。
　㈲　未必利益保険（Contingency　Insurance）1ま，　F．0．B．あるいはC．＆F．契
約等の場合に，売手として考慮すべき保険である。即ち，F．OB．契約にして
もC，＆F．契約にしても，イソコタームスの規定によると約定品の本船欄干通
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過後の危険負担は買手に移転するので，本船積込後の被保険利益は買手にあ
る。従って，売手としては海上運送区間に対する通常の保険契約を締結しても
無意味である。
　しかし，信用状決済の如き買手側の銀行（信用状発行銀行）の支払保証がなさ
れている場合はともかく，代金回収に関して買手側の保証が得られていない
DIPあるいはDIA手形決済の場合に，万一，手形が不渡り　（Unpaid　bill；
Dishon。ured　bill）となり，しかも送荷に損傷が発生しているとすれば，売手の
損失は大きい。買手が手形の引受・支払の義務を怠るような事情の下では，船
荷に付保していなかったかも知れないし，かりに付保していたとしても容易に
保険証券を売手に提供するとは考えられない。
　このような売手の立場を救済するものとして，未必利益保険の制度が考えら
れているので，F．0．B．契約あるいはC．＆F．契約で，しかも信用状決済でない
場合には，売手としては万一の不測の事態を考慮してこの未必利益保険を付保
することが肝要であるし，後述の輸出手形保険を付保するとすれぽ不可欠のこ
ととなる。何故かといえば，輸出手形保険を付保する条件として，海上（航空）
貨物保険が付保済であることを要求されるからである。以上の如き観点から，
RO．B．プラス保険料，即ち，　C．＆1．を定型貿易条件（用語）として確立すべき
であるとの主張ωもあり，筆者もその主張に共鳴するものである。
ω　海上運賃は，傭船契約の場合は別として，定期船（Liner）による個品運
送の場合には，’通常，所属の運賃同盟（Freight　Conference海運同盟ShipPing
Conferenceとも呼ぶ）から協定運賃率（’rariff　rate）が公表されている。運賃計
算は，積送貨物の種類により，（／）重量トソ（Weight　ton）〔同盟によって，ロ
ソグ・トン，　（Long　ton＝2，2401b．），ショート・トソ，（Short　ton＝　2，　OOO　lb．），
あるいはメートル・トソ（Metric　ton　・2，2041b．）の違いがあるので，確認を要
する〕，あるいは，（ロ）容積トソ〔Measurement　ton。40才（Cubic　foot）を一
容積トソとする場合と，一立方米（Cubic　meter）を一容積トソとする場合があ
り，同盟により異なる〕の何れか大きい方をレベニュー・トソ（Revenue亡cn）
として運賃計算の基準とし，これに運賃率を乗じて算出する方法がごく一般的
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であるが，重量，容積ともに小さく量的には僅少であるが価額面では高価な商
品（例えば，貴金属，宝石類）に対しては，価額に対して一定の割合で運賃徴収
がなされる従価計算（Ad　valorem）の方法もある。
　また，積送品の積下しに際して特殊な装置，あるいはクレーソを要する如き
重量物の場合には，一定の割増料（Surcharge）を要求されるし，航路の状況等
によってCOngestiQn　surcharge等の割増料，あるいはオイル・ショックに
よるBunker　surchargeや通貨不安によるCurrency　surchargeは記憶に
新しい。
　なお，定期船による場合は，積送品の積下し費用は運賃に算入（Berth　term；
Liner　termと呼ぶ）されているが，傭船契約による運送の場合には，積下し費
用の負担を荷主に課すか船会社に課すかの選択の問題がある。
　⑫　CJ，E契約における海上保険料（Marine　Insurance　Premium）は，送り
状金額（lnVOiCe　amOUnt，通常，売買契約の金額と一致する）に，買手の予想利益
〔Buyer’s　expected　profit，見込利益，希望利益（lmaginary　pl“Ofit）とも呼
ぶ〕として，通常，その10％を加算した額，即ち，送り状金額の110％を保険
金額（lnsured　amount）として，それに保険条件によって保険会社から提示さ
れる保険料率（Rate　of　insurance）を乗じて算出する。
　㈲　輸出手形保険料は，輸出手形保険を付保した場合の保険料である。
　輸出手形保険の原流は，輸出補償法（昭和5年）に求められるが，昭和28年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆに輸出手形保険が実施に移されてからは輸出補償制度は廃止され，輸出手形保
険〔8〕の制度に継承されている。
　この制度は，信用状を用いないDIP，　DIA荷為替手形（信用状決済の場合でも
付保可能）の買取上の障害を除去するために，政府（通産省）が保険者となり引
受ける保険で，輸出奨励策の一環と見敬される制度である。手形の買取銀行
（Negotiating　bank）を被保険者とし，保険料を輸出者が支払うことになるが，
この保険を付保することによって，DIP，　DIA手形の買取（割引）を容易に受け
ることが出来るのである。何故かといえば，この保険を付保しているかぎり，
万一，不渡手形となって代金回収の努力を尽くしても回収不能となった場合に
　C469）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出入価格算出の方式　　47
は，政府（保険者）がその回収不能額の80％を填補することになっているし，も
し地方公共団体がこの保険の制度を運用している場合には，残る20％の75％，
即ち，回収不能額の15％を填補することになっているからである。
　従って，輸出者は，代金回収不能額の5％相当額を銀行に返金（Refund）す
ることになるが，このような制度の下でD／P，DIA手形決済は円滑に進行し
ているのである。
　もっとも，保険契約が成立するためには，外国のバイヤーが信頼できる立場
になくてはならないし，貨物保険契約が成立していなくてはならない等の制約
もある。
　なお，保険料率は，D／P，あるいはD／A，手形期限（Usance），地域等によっ
て異なるが，一定の料率が決められているので，相手国，決済条件等によって
自から適用料率は決まってくる。
　回　銀行メール・チャージ（Mail　charge）は，荷為替手形の買取（Negotia－
ti・n）の際に徴収される荷為替手形（D・cumentary　Bill・f　Exchange）の郵送料
のことである。
　料金は地域によって異なるが，金額によっては最低料金が適用される。
　㈲　金利は，決済条件，例えば，延払い（Deferred　Payment）とか，　DIA（必
ず手形期限が伴なう）決済の場合等にはその計上も重要な価格構成要素となる。
　㈹　通信費は，郵便，電話，電報およびテレックスに要する料金であるが，
取引の度ごとに実費計上することは事実上不可能である。そこで，過去の経験
的データによって取引ごとに計上すべき平均的パーセソテジを算出して輸出価
額に乗ずることも一方法であろうが，通常的には売手の予想利益の中に含めて
計上していると考えられる。
　㈲　雑費は，見本やカタログに要する費用とか，予期しなかった出費要求に
備えて計上しておくべきである。過去の経験的データによって，取引ごとに計
上すべき額，あるいはパーセソテジを決めておくのが得策であろう。媛烈郵
　㈹　予想利益は，売手である輸出者として入手する利益である。この予想利
益の中には，借館料，光熱水道料，あるいは人件費などの一般管理費や，営業
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経費も含まれているので，企業の存亡に係わる重要な価格構成要素であること
は言うまでもない。従って，その利益率の決定については，過去の経験的デー
タはもとより，内外の取引環境も十分考慮に入れて，適正な一R　一一セソテジを確
定して計上しなくてはならない。
　その計上の基準に関しては，既に論述したとおりであるが，輸出価格総額に対
して利益率を乗じて算出するのが当事者にとっては望ましい方法と思われる。
　輸出F．0．B．価格の算定　　前述の輸出価格構成要素を念頭におきながら，
本稿においては，最も安易な原価プラス方式でF．0．B．価格を算出する公式
（Forrnula）を構成してみよう。
〔前提〕
　信用状決済の場合のF．0．B．価格をXft，
　信用状決済によらないDIP，　DIA荷為替手形決済の場合のF．　O．　B．価格を
Xf，
　仕入原価（製造原価）をC，
　直接的，および間接的経費のうち，（6），（10），①），圃，㈲を除く価格構成要素
（経費項目）の合計をA，
　未必利益保険の料率をR，i，
　輸出手形保険の料率をR／ei（政府）およびR”ei（地方公共団体）
　予想利益率を，P，とおくと次のようになる。
　（イ）仕入原価（製造原価）に利益率を乗ずる場合。
（A）信用状決済の場合
　　（L／c決済）
　　Xf　t＝C十A十CP
Xf，＝A十（1十P）C
（ロ）信用状を用いないDIP，　DIA手形決済の場合
　　（Wi亡hout　LfC決済）
　　X／＝C十ノ1十CP十1～ciXf十〇．8R／eiXノ十〇．
　　15R”eiXf
　　　　　　　A十（1十P）C　Xf　＝＝
　　　　1－Rct－O．8R／ei－O．15R”ei
（ロ）仕入原価（製造原価）と輸出諸掛り（但し，⑱は除く）を加算した金額に
　（471　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出入価格算出の方式　　49
利益率を乗ずる場合
（A）LIC決済の場合　　　（B）Without　LIC決済の場合
　Xft＝C十A十（C十A）P　X∫＝C十A十（C十A十RciXf十〇．8R！etXf十〇，15
　　　　　　　　　　　　　1～”eiXf）P十Rc乞Xf十〇．8R／e，Xf十〇．15R”eiXf
　Xf，＝（1十P）A十（1十P）C　　　　　　　　（1十P）A十（1十P）CX・＝s－（R，、＋O．、8R・e、＋0．15R〃e、）（1＋P）
　㈲　輸出F．OB．価格構成要素すべてを合算した金額（⑯を含む）に利益率を
乗ずる場合
（A）LIC決算の場合　　　（B）Without　LIC決済の場合
　Xf　t＝C十A十PXf　t　　　　Xf＝C→－A十PXf－1－Rc　i　Xf十〇．8R！e乞X「f→－0．15
　　　　　　　　　　　　　R”eiXf
　　　　　c十A　　　　　　　　　　　　　　　　　　C十A　　　　　　　　　　　　　Xf＝Xft＝　　　　　　　　　　　　　　　　　1－P－Rci－0．8R／ei－0．15R！／ei　1－P
　なお，前記の公式において，輸出手形保険は95％の補償が得られるものと前
提している。また，輸出F．O．　B．保険の保険料は，料率からいって僅少なの
で採算上は割愛することとし，上記の公式には表示されていない。
　輸出C．1．F．価格の算定　　C．1．F．価格のCは，　Cost，即ち，この場合は
F．O．B．価格を意味していると解することもできるので，　F．0．B．価格に仕向地
（Destination）までの運賃（F．＝Freight）を加算して，まずC．＆F．（仕向港まで
の運賃込）価格を算出する。
　この場合の運賃計算の方法は，輸出価格構成要素の部分で論じたとおりであ
る〔9）。
　さて，このC．＆E価格に保険料（1．即ち，Insurance　premium）を加算する
とC．1．F．価格が算出できるg
　保険料は，既に輸出価格構成要素の部分で解説したとおり，求めるべき
C．1．F．価格（送り状金額）の110％相当額を保険金額とし，この保険金額に保険
料率を乗じて算出する。
　輸出F．0．B，価格算出の場合と同様に，便宜上，原価プラス方式の算出方法
の下で，厳格なC．LF．価格を算出する公式（Formula）を構成してみよう。
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〔前提〕
　信用状決済の場合のCJ．F．価格をX。t，
　信用状決済によらないDIP，　DIA荷為替手形決済の場合のC．1．　F．価格を
Xc，
　仕入原価（製造原価）をC，
　直接的および間接的経費のうち，㈲，⑫，⑯を除く輸出価格構成要素（経費
項目）の合計をB，
　海上保険料の保険料率をR，
　輸出手形保険の保険料率をR／ei！政府），　R”ei（地方公共団体），
　予想利益率をP，とおくと，次のような一元一次方程式が出来上る。
　（i）仕入原価（製造原価）に利益率を乗ずる場合。
〈A）LIC決済の場合，　　（B）Without　LIC決済の場合，
　Xc　i＝C十B十CP十（Xc　t十〇．IXc　e）R
　　　　　　　Xc＝C十B十CP十（Xc十〇．1Xc）R十〇．8R！eiXc十〇．15R”eiXc
X，FB＋（1十P）C　　X，＝　　B＋（1＋P）C
　　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－O．8R／ei－O．15R”ei　1－1．IR
　＠　仕入原価（製造原価）と輸出諸掛り（但し，⑱は除く）を加算した金額に
利益率を乗ずる場合。
（A）L／C決済の場合，　　（B）Without　LIC決済の場合，
　Xc　t＝C十B十（C十B）P十（X。　t十〇．1Xc　t）R
　　　　Xc＝C十B十（C十B）P十（Xc十〇．1Xc）R一ト0．8R／eiXc一ト0．15R／／eiXc
X，t＝（C＋B）（1＋P）　　X，＝　　（C＋B）（1＋P）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．1R－0．8R／et－O．15R”ei1－1．IR
　？D　輸出C．1．F．価格構成要素すべてを合算した金額（但し，⑯を含む）に利
益率を乗ずる場合。
仏）L／C決済の場合，　　（B）　Without　LIC決済の場合，
　Xc　l＝C十B十PXc　t十（Xc　i十〇．1Xc　t）R
　　　　　　Xc＝C十B十PXc十（Xc十〇．　IXc）R十〇．8R／ei－￥c－i－O．15R”eiXc
　　　　　　c十B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C十B　Xcl＝　　　　　　　　　　　　　　Xc＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．11～－0．8R／ei－O，15R”ei－i）　1－1．IR－p
　（473）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出入価格算出の方式　　51
　次に，保険料を求める公式を構成すると，保険料（1）は，保険金額に保険
料率を乗じたものであるから，前記のそれぞれの公式を利用して次のように表
わすことができる。
（d）の（A）の場合，　　　　　（／）の（B）の場合，
　1ct　＝1．1RXc　t　　　　　　　　　∫c　＝＝1，IRXe
・・1－1・IR・尋響C・c－1・1R1－1．葎1審£一。．15R！，e、
ゐF1・1〔B＋（1＋P）CP－1．IR〕R@・c－1．1．1醤接招ε鴇“e、
　（ロ）の（A）の場合，　　　　　　　　（ロ）の（B）の場合，
　Ic　t＝1．1、RXc　t　　　　　　　　　I。＝1．1RXc
・・　・－1・・IR（C＋B）（1＋P@1－1．1R）・c－1・1R、－1．1妻皇轟署15晒z
・，・－U・1〔（C＋B）（1＋PP－1．IR）〕R@Ic－1ギ器iギ書烹｛答晒、
　㈲の（A）の場合，　　　　　　　　㈲の（B）の場合，
　∫。1＝1．IRXc　t　　　　　　　　Iσ＝1．U～．Xc
　　　　　　　　　C十B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C十B　∫ct＝1．IR　　　　　　　　　　　　　　　　　I，＝1．1R　　　　　　　1－1．IR－」P　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－0．8R／ei－O．15R”et
I。1＝1・1（C＋B）R　　　　　　　　　　　　　　　　　　l。＝　　　　　1・1（C＋B）R
　　　　1－1，IR－P　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－0．81～／θt－0．15R”θi－P
　次に，海上保険金額を求める公式を構成すると，保険金額（Y）は，C．1．F．
価格の110％相当額であるから次のように表わすことがきでる゜
　（i）の（A）の場合，　　　　　　　　（／）の（B）の場合，
　Y，1＝1．1X，t　　　　　　Y，＝1．1X。
臨・－1・1B走oC　Y・　－1・1警接孕翫、一。．15R，，ei
y，1＝／・1〔B＋（1＋P）C〕　　Ycニ　　　1・1〔B＋（1＋P）C〕
　　　　　　　　1－1．1R　　　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－O．8R／ei－O．ユ5R”ei
　（ロ）の（A）の場合，　　　　　　　　（ロ）の（B）の場合
　Yc　tニ1．IXc　t　　　　　　　　　　Yc＝1．1Xc
Ycl＝1．1（C＋B）（1＋P）　　y，＝1．1　　（C＋B）（1＋P）
　　　　　　　　1－1．IR　　　　 　　　　　　　　　　　　　　1－1．1R－0．8R／ei－0。15R”θi
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　y，t＝〔1・1（C＋B）（1＋P）〕　y，＝　　1・1〔（C＋B）（1＋P）〕
　　　　　　　1－1，1R　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－O．8R／ei－0．15R”ei
　のの（A）の場合，　　　　　　　㈲の（B）の場合，
　Yc　t＝1．IXc　t　　　　　　　　　　Yc＝1．1Xc
　　　　　　　　C十B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C十B　Yct＝1．1　　　　　　　　　　　　　　Y，＝1．1　　　　　　1－1．IR－P　　　 　　　　　　　　　　　　　1－1．IR－0．8R！θ乞一〇．15R”ei－P
レ督9萎｛輩　Yc－1－1．、R一凌嵌鵯11晒一P
　次に，応用的に代理店契約の場合の手数料（C・mmissi・n）を含むC．LF．＆C．
価格を考えてみると，その手数料をC．LF．＆C．価格に対して計上する場合に
は，一例を上げると次のようになる。但し，C．1．F．＆C，価格を，　Xcct（L／c童決
済の場合），Xc　c（LICを用いない決済の場合），手数料をC。とする。　　　1
　㈲の（A）の場合，　　　　　　　　㈲の（B）の場合，
　Xc　c‘＝C十B十）ぐc，，P十1．IRXc　，　e十C。Xc　c　t
　　　Xcc”＝C十B十XccP十1．1RXcc十〇．8RieiXec十〇．15R”eiXcc十CαXce
X・・t－A－1．鐸睾αXc・　＝1－1．1R－。．8だ鰐15μ＿P一α
　即ち，代理店手数料のパーセソテジを分母からマイナスするように追加計上
すると簡単にC．1．F．＆C．価格が求められることになる。
　なお，C工F．価格㈲の（B）の場合を前提として，輸出手形保険の保険料〔li，i（政
府），1”ei（地方公共団体）〕を求めるとすれば，次のような式から算出すること
ができる。
　Ii，t＝0．8、R！eiXc
　　　　　　　　　　　　　　　c十B1／lei＝O．8R！ei
　　　　　　　　1－1．IR－0．8R／et－0．15R”et－1）
1，i＝　　　O・8（C＋B）R／ei
　　　　1－1．IR－0．8R！et－0．15R！！ei－1：）
　1ノ／ei＝O．15Rノ／eiXc
　　　　　　　　　　　　　　　　　C十B　Iノ／ei＝0．15Rノ！ei
　　　　　　　　　　1－1．IR－0．8R／ei－0．15R／／ei－1）
　　　　　　　　　　0．15（C十B）R！／ei　1”ei＝　　　　　1－1．IR－0，8R／ei－0．15R”ei－∫）
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　このような公式で求められる輸出価格について，それが円貨建の取引は別と
して，外貨建価格の場合には，更に為替換算率（Rate　of　exchange）の問題が
ある。特に，数年におよぶ延払い輸出や，数年先に決済期の到来するが如き貿
易契約においては，為替換算率や金利をどの程度に見込むかという問題は慎重
を要するし，売買契約上においても為替相場変動危険から致命的な損失を蒙ら
ないよう契約条項に留意しなけれぽならない。勿論，長期にわたる延払い輸出
であれば，為替変動保険】吻契約も必要であろうし，これを付保するとすれぽ
その保険料の計上も価格構成要素として加えなくてはならない。
　指数表の作成
　卓上電子式計算機も普及し複雑な計算も比較的簡単にできる現在の状況から
考えると，前記の各公式について予め指数表を作成しておくことが可能であ
る。
　例えば，輸出C．1．F．価格の㈲の（A）（売手の予想利益をC．1．F．価格に対して計上
し，決済を信用状決済とした場合）の公式について，指数表を作成するとすれば，
（C＋B）を1とおき，Pを特定して，　Rを小刻みに変動させることによって，
指数表が出来上る。具体的に指数を算出してみよう。売手の予想利益率（P）
を10％と特定し，保険料率を0．5％（100円にっき50銭）とする場合の指数は，
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　＝1．11794　となる。　　1－1．1×0，005－O．1
　仮りに保険料率を0．55％（100円につき55銭）とする場合を考えてみると，そ
の指数は，
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　＝1．11863　　1－1．1×0．0055－0．1
となる。これら2つの指数は，C．1．F．価格を求める場合の指数であるが，同様
の条件（C．1．F．価格算定の㈲の（A））の下で保険料と保険金額を求める指数につ
いて考えてみると次のようになる。
　保険料の指数の例。但し，保険料率をO．5％とした場合。
　　　’　1．1×　1×0．005　　　　　　　　　　　　＝＝0．00614868　　　1－1．1×O．005－0．1
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保険料率を0．55％とした場合，
　　　1．1×　1×0．0055　　　　　　　　　　　　＝O．00676771を得る。　　1－1．1×0．0055－0．1
保険金額の指数の例。但し，保険料率を0．5％とした場合，
　　　　1．1×1　　　　　　　　　　　＝1．22973　　1－1．1×0．005－0．1
保険料を0．55％とした場合，
　　　　　L1×1　　　　　　　　　　　　＝1．23049　を得る。　　1－1．1×0。0055－0．1
（476）
　次に，順序は逆となったが，（4）および（ロ）の（A）の場合に，〔B十（1十P）C〕およ
び〔（C＋B）（1＋P）〕は加算的に容易に確定する部分であるからそれぞれ1とお
いて，海上（航究）保険料率（R）を小刻みに変化させることによって同様にそ
れぞれの場合の指数を得ることができる。具体例を上げてみよう。保険料率を
0．5％　とすると，C．LF．価格を求める場合の指数は，　　　　1　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－1．　　　　　　　　　　　　　　1×0．005
1…553とな・・撒料を求め・指数は・≒賠姜1：lll－・…553と
な・・さら・…保険金額を求め・胎のt旨撫1－｝：i菱＆。。、－1・1・6・8
となることがわかる〔11｝。これら3つの指数を比較するとき，C．1．F．価格を求め
る指数と保険料を求める指数の間に興味深い関係があることがわかる。即ち，
保険料を求める指数に1を加えた指数が，C．1．F．価格を求める場合の指数に一
致するのである。
　一方，信用状決済によらない荷為替手形（DIP，あるいはDIA手形）決済の場
合についても，輸出手形保険料率は荷為替手形の期限によって決まる法定料率
であるので，未必利益保険料率あるいは海上（航空）保険料率を変化させるこ
とによってそれぞれの場合の指数表の作成は可能である。
　このような指数表が予め用意されているとすれば，加算的に確定できる部
分，即ち，公式の上で1とおいた部分に相当する実数値を求め，その実数値に
保険料率によって算出されている指数を乗ずるとそれぞれの場合の正確な数値
を容易に算出することができる。
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　なお，このようにして計算できる見積価格の価格構成要素ごとの見積額と，
成約後船積を実行して諸経費を支払った場合の価格構成要素ごとの支出額につ
いては，その差額について検討する必要がある。特に，見積額より支出額が多
く，赤字で記録されている場合には，その原因を究明し，次回の見積に当って
不足額の生ずる余地のないよう考慮する必要がある。
　（1＞米国には，「改正アメリカ貿易定義（Revised　American　Foreign　Trade　Definitions
　　1941）」という独自の貿易用語がある。例えば，インコタームスでいうRO．B．に相当する米国
　　独自の用語はF．0．B．　vesselと呼ぶ。特に，米国からの輸入の場合に，本船渡の契約をする
　　のであればF．0．B．　vesselの用語を使用する方が無難である。
　②　上坂酉三，国際貿易条件基準　東京商工会議所・国際商事仲裁協会，昭和34年，参照。但し，
　　現在のインコタームスは，輸送手段の変化など貿易取引環境の進展により，遠からず改正されね
　　ばならない運命にあるといえる。
　（3）石田貞夫，貿易マーケティング，白桃書房，昭和49年，143～146頁。
　（4）石田貞夫，前掲書，138～143頁。
　（5）中村　弘，貿易採算，大阪商工会議所，昭和45年，21～22頁。
　（6）インコタームス参照。例をあげると，F．O．B．に関する売手の義務第8および第9項，買手の
　　義務第6項。
　（7）浜谷源蔵，貿易売買の研究，同文館，昭和39年，131～136頁。
　⑧　輸出保険法第3章の2。
　　伊藤嘉孝，輸出手形保険制度の解説，国際投資研究所，昭和41年，2～3頁。
　（9）航空貨物運賃の計算は，海上運賃の計算方法とは異なる。
　⑩　昭和49年11月29日付で，輸出保険法の一部改正がなされ，「為替変動保険」制度が実施され
　　た。詳細は昭和49年11月24日付「官報」または六法全書参照。
　㈲　損害保険会社の貨物保険案内書には，保険料および保険金額を求める指数表が作成してある
　　が，これは，本稿で論じた，C．1．F，価格算定に関する（イ）および（ロ）の㈲の場合を前提として
　　作成されているものと思われる。
4　輸入転売価格の算定
　昭和47年6月以降，金額に限度があるとはいえ個人輸入も認められることに
なった。
　また，排他独占的代理店契約による輸入についても，商標権保護を理由とし
た関税評価差止めの制度を廃止して，並行輸入が認められるように制度改正が
なされた。そして，昭和47年12月20日からは，A・A　品目伯働承認制の品目）に
ついての輸入手続の簡素化が進み，輸入承認書（lmport　Licence）取得の義務が
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なくなり，1・D品目（A・A制品目であったもの）については「輸入届出書（別表
1の2，T2011のフォーム）」（lmport　Declarationと呼んでいる。）を為替銀行に提
出するだけでよいこととなった。
　このように，かつての輸出一辺倒的貿易取引は，事情を一変し輸入取引も身
近かなものとなってきた。
　今日までの輸出品目や国内市場向製品も，特恵関税や国内生産コストの上昇
等を考慮すると，或いは技術水準が比較的高くしかも生産コストの低い発展途
上国で生産し，わが国に輸入したり更に進んで第3国に向けて輸出した方が貿
易企業経営の上からいってメリットが大きいかも知れない。
　また，有名ブラソドの商品や販売見込の高い外国製高級商品等は，季節的タ
イミソグや輸送コストのことなどを勘案すると，或いは技術情報（Know－how）
を買ってわが国で製品化した方が，完成品を輸入販売するよりも遙かにメリッ
トがあるかも知れない。
　このような種々な状況を考えてみると，輸入取引も興味深い問題であるが，
その輸入に当って転売価格がいかなる方法で算出されるかについて，順序を追
って検討してみよう。
　輸入決済の方法　　輸入取引にかかわる貿易売買契約上の原則も，輸入取引
固有の条件を除外すれば輸出取引の場合の原則と何ら変わるわけではない。こ
こで輸入取引固有の条件というのは，具体的tlこは輸入関税や輸入金融等のこと
である。そこで，ここでは輸入決済について少し具体的にその方法や仕組みに
ついて検討しておこう。
　輸出の場合と同様に，輸入決済についても法的規制がある。たとえぽ，「標
準決済方法に関する省令（大蔵省令）」がそれである。この省令を見ると，一般
的な輸入決済方法としては船積書類（または貨物）と引換えに決済を行なうこ
とを原則としている。そして，「前払い（Advance　payment）」にっいては，国
際慣習などでやむを得ない場合に限って標準決済方法として認め，また，「後
払い（Deferred　payment）」については通関後4ヵ月以内に決済する場合を標準
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決済とUて認めている。
　次に，決済手段についてみると，輸入業者が銀行小切手や電信為替（Telegra・
phic　Transfer）等で送金する場合と，輸出業者振出しの為替手形（Bill　of
Exchange；Draft）による場合がある。前者は，前払いや後払いのときに，ま
た，後者は輸入取引の一般的決済手段として広く用いられている。そして，後
者の場合には，信用状（L／c）を介在させる信用状付荷為替手形の場合と，信
用状を介在させないDfP，あるいはD／A荷為替手形の場合がある。
　信用状付荷為替手形決済の場合は，信用状記載の条件に合致した船積書類と
為替手形が呈示される限り，信用状発行銀行が貨物代金の支払を保証するの
で，輸出業者としても輸出代金の回収上安全であり，また輸入業者からみても
契約通りの船積（引渡）が期待できるので，貿易取引の上で一般的に利用され
ている仕組みである。
　一方，これに対して，信用状を介在させないD／PあるいはDIA条件の荷為
替手形決済の場合は，輸入者に全幅の信頼をおいての決済であるから，輸出者
の立場からみると輸出入者間に特別あるいは密接な関係（例えば，本支店間取引
であるとか系列会社間の取引）が存在する場合でなくては到底許し難いこととい
える。
　このように考えてみると，輸入者にとっても輸入貨物代金の支払時期と支払
方法の選択が輸入採算の上でかなり重要な影響を及ぼすことが判明する。
　輸入ユーザンス金融方式　　輸入決済方法と深い係わりを持つ輸入金融は，
いかなる仕組みになっているかについて簡単に検討しておこう。
　輸入者としては，対外決済前に輸入貨物を転売し，その代金を回収して輸入
貨物代金の支払に充当できれぽ好都合である。しかし，現実には，高速海上コ
ソテナ輸送や空輸といった特殊な場合はともかく，通常の海上輸送の場合には
船積書類（Shipping　Documents）カミ輸入貨物よりも早く到着するし，転売代金
の回収にはかなりの日時を要する場合が多いので，この間の金融の問題は輸入
者にとって大変重要なことである。
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　この輸入金融については，a・一ザソス金融方式が広く用いられているので，
ここではこの点を検討することとする。
　輸入ユーザソス金融方式とは，船積書類の到着後，一定期間（最長120日間〔1））
輸入手形の決済を猶予してもらう方式のことである。そこで，この支払猶予期
間中に輸入貨物を転売してその代金を回収し輸入手形の決済資金に充当できる
便宜を受けることが出来るのである。
　この輸入ユーザソス金融方式を大別してみると，
　（A）信用状付ユーザソス
　（B）信用状なしユーザソス
に分けられる。
　（A）には，
　　ω　外銀ユーザソス〔（1）アクセプタソス方式と，（2）　リファイナンス方
　　　式〕
　　（ロ）本邦ローソ（自行ユーザソス）方式
があり，
　（B）には，
　　（4）本邦P一ン（BCユーザソス）
　　（ロ）シッパーズ・ユーザソス
がある。
　これらのうち，どの方式を選択するかは当事者の問題であるが，内外通貨の
金利水準や変動状況，あるいは為替相場変動リスク等を十分考慮し最も有利な
方式を選択する必要がある。
　さて，ここでは，これらの方式のうち，ごく一般的な信用状付本邦ローン方
式（本邦ローソ方式は，日本国内において為替銀行保有の外貨を貸付けるので，自行ユ
ーザソス方式とも呼ばれる）について付言しておこう。
　この場合，海外の輸出者は，信用状規定の名宛銀行（Drawee　bank）宛に一
覧払手形を振出して輸串貨物代金を回収する。手形買取銀行（Neg・tiating　bank）
は，信用状の指示に従って買取った手形を名宛銀行に送付し，船積書類は信用
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状発行銀行に送付する。名宛銀行は，手形が呈示されると，発行銀行の勘定か
ら手形金額を差引き対外決済を完了する。一方，発行銀行は，輸入者に外貨を
貸付ける際に輸入者より外貨表示の約束手形（promissory　Note）あるいは為替
手形の差入れを求め，船積書類到着後120ロ以内の支払を猶予する方法であ
る。
　なお，差入れた手形の決済日以前に転売先からの入金が見込めない場合に
は，予め「跳返り金融（円貨による融資）」を当該発行銀行に申込んで融資が受
けられるようにしておくことも必要である。
　このような輸入金融を受けるとしても，外貨建の手形である限り為替相場変
動の危険が付随する。そこで，少なくとも先物為替契約（Forward　Exchange
Contract）の締結は重要性を帯びてくる。
　輸入採算　　輸入取引に係わる基本的な諸懸案の整理も終わり，輸入取引に
対する態勢が整うと，輸出者から送付されてくる価格表（Price　List）をもとに
して輸入採算（転売価格の算定）を検討しなけれぽならない。そこで，具体的に
輸入採算を想定しながら，その場合に予想される転売価格構成要素を表にまと
めて整理してみると概ね次のようになる。
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1．諸条件明細
輸入採算表
　　　　（482）
（昭和年月日）
買約予副売約予定
取　 引　 先
見　 積　 書
品
?
種　類・品　質
数　量・価　額
最低（高）引受数量
??場 所?
限
そ　の　他
代金決済方法
梱包条件
保険条件
L／c開設料
陸揚・通関料
輸入関税率
倉　 庫　 料
国内輸送費
そ　 の　 他
?
想 利潤
年月　日付第号 年月　日付第号
数量i単価i総　　　　額数量i単価i総　　　　額
睡協特暫
・　刎為替換酬＠・．一一一ノ
（注）関税率表の番号 分類符号
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ll　採　　算 No，
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　（昭和　　年　　月　　日）
項
?
?
?
?
仕 入 値
海上（航空）運賃
海上（航空）保険料
小 計（A）
?
?
Lfc　開　設料
ユーザソス金利
⑥陸揚・通関料
?
?
?
?
?
?
輸　入　関　税
輸入関税付保に係
わる保険料
倉 庫 料
国内輸送費
小 計　（B）
⑬販　売　原　価
⑭陪想利潤
合 計
⑯1売 価
金額（円）
単価総額
1
摘 要
①＋②＋③
1
1
1
t
1
取引完了後の実
数
④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧　　　　　　　　　　IIi＋⑨＋⑩＋⑪＋⑫
（A）＋（B）
×　　％
⑬＋⑭
差額
・矧
（注）④　仕入値は，輸出者からオファーされる価格であるから，F．O．B．，　C．＆F．，　CJ．F．などの
　　建値によく注意すること。
　　　　　　　　　　　　　1．1（C＆F）R　◎　海上（航空）保険料は，　 　　　　　　　　　　　　　　　　の公式で求められる。但し，Rは保険料率，見込　　　　　　　　　　　　　　1－1．1R
　　利益は10％とした場合。
　◎　運賃等について外貨ユーザシスを利用する場合は，その金利の計上を忘れないこと。
　e　跳返り金融を受ける場合には，その金利計上を忘れないこと。
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　㊧　信用状開設料は，当該為替銀行とよく打ち合わせ．確認しておくこと。
　◎　ユーザンス金利は，120日間のユーザンスを受けるとすれば，次のように計算すればよ
　　い。即ち，
　　　（輸入価額）・（利率）・繋
　㊦　通信費，一般管理費等を別途計上する必要があれば，項目を追加して計上すること。本表
　　の中では⑳予想利潤（転売益）に一括計上しているものとする。
　⑦　予想利潤計上の時点は，種々考えられるが，もし転売益も含めた転売価格（表の中では⑮
　　に相当）に対して計上するとすれば，次のように計算すればよい。
　　　　　　　　　　（販売原価）×（予想利潤率）　　　（予想利潤）＝　　　　　　　　　　　　1－（予想利潤率）
　　　但し，販売原価は，①＋②＋………＋⑫の項目の合計額。
　①　為替換算率については諸般の事情を分析把握して決定すること。
　このような計算を経て転売価格を算出し，これに基づいて転売先への見積書
を作成する。そして，転売先との交渉経過を考慮しながら，外国の輸出者との
商談を進め，輸入契約と国内転売契約が同時並行的に成立するように努力する
わけである。
　勿論思惑輸入するのであれば，転売先との交渉の問題は差当って生じない
が，輸入するについては転売先がヘッジされている場合に比較するとそれだけ
リスクが大きいことは言うまでもない。
　（D　貿易外取引の管理に関する省令（大蔵省令），別表第9の三の（3＞参照。
おわりに
　輸出入価格の算定方式に関して，　「概算的算出方法」を排して「公式的算出
方法」にもとつく，より正確な計算方法を論じてきたが，結論的にいって，「公
式的算出方法」が種々の角度からみて望ましいことと考える。
　最後に，価格の算出方法とは直接の係わりはないが，価格構成要素の「利潤
（利益）」および「口銭（手数料）」なる用語について，不用意ともいえる表記が
文献の随所に見受けられるように思う。
　　「口銭（手数料Commission）（1）」なる用語は，代理人（Agent）として受ける
サービス（代理あるいは媒介行為）の対価の意味で使用される場合は正しくとも，
本人て昏iヨci諏1）として商取引する場合の売買差益を意味する用語としては妥
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当でないと考える。
本人としての利潤（利益）であるならば，Margin〔2）あるいは，　Margin　of
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　一
profitなる用語を用いて表記するのが妥当ではなかろうか。
（1）Commission　とは，　A　sum　or　percentage　allowed　to　an　agent，　salesman，
　etc．　for　his　services．　　　The　Random　House　Dictionary，　1968
　　　用例としては，We　will　pay　you　a　commission　of　5％on　net　sales．　　英和貿
　易産業辞典，研究社。
（2＞Marginとは，売買価の開きF，利鞘，　　英和貿易産業辞典，研究社。
　　　Difference　between　cost　price　and　selling　price．　　The　advanced　learner’s
　Dictionary　of　Current　Engtish開拓社。
　　　The　difference　between　the　cost　and　the　selling　price　Qf　goods　manu－
　factured，　produced，　sold，　etc．　　　Webster’s　1＞ew　Worldヱ）ictionary，　1970．
　　　用例としては，Importer　margin；wholesaler　margin；retailer　margin
　Cateora＆Hess，　International　Marketing，　p．678．
　　　なお，日刊紙上でもマージンを用いて表現している例は多く見かけられる。　　例えば，昭
　和50年7月10日付朝日新聞（タ刊）1面の最高裁判決の記事を参照。
